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別紙 １

国語分科会日本語教育小委員会における審議について（抜粋）

日本語教育の充実に向けた体制整備と

「生活者としての外国人」に対する日本語教育の内容等の検討

Ⅰ 地域における日本語教育の体制整備について

地域における日本語教育の体制整備を進めるためには，関係機関の役割分担を明確

にするとともに，その上で，関係機関の連携協力等の推進を図ることが必要である。

こういった観点から，まず 「各機関の役割分担」を以下のように整理し，引き続い，

て 「各機関の連携協力の在り方 「地域における日本語教育で必要とされる機関及び， 」

人材とその役割」について整理を行った。

１ 各機関の役割分担

日本語教育関係機関の役割分担として，まず，国，都道府県，市町村がそれぞれ

担うべき役割を以下のように整理した。

（１）国の担うべき役割

地域における日本語教育の振興を図るため，国においては，以下のような役割

を担う必要がある なお この場合 国 とは 基本的に日本国内における 生。 ， ，「 」 ， 「

活者としての外国人」に対する日本語教育を振興する立場にある文化庁のことを

指している。

○ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の目標及び標準的な内容・

方法，さらには，地域における日本語教育の体制整備の在り方を，指針とし

て示すこと。

○ この指針を踏まえつつ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育に，

係る日本語能力の測定方法及び指導力の評価方法についても，一定の指針を

示すこと。

○ 指針として国が示す「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準

的な内容・方法を地域で実践するためには，大学，研究機関，日本語教育機

関及び地域のボランティア団体その他関係団体の協力を得て，その指針を地
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域の特性に応じて具体化することが必要であることから，都道府県及び市町

村と連携してそれを担う人材を養成すること。

○ 地域に日本語教室が開設されていないという状況や，日本語教室は開設さ

れていてもその内容が地域の外国人のニーズにそぐわないなどの状況を改善

し，学習者のニーズにこたえることができるよう，適切な財政支援を行うな

ど地域における日本語学習の環境整備のための支援を行うこと。

○ 指針として示す「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な

内容・方法について 地域の日本語教育の指導者に適切に指導助言できる 指， 「

導者の指導者」を養成すること。

以上のほか，国は 「生活者としての外国人」の日本語学習の動機付けとなる，

奨励措置を検討し，提示することが期待される。これには，直接学習者に対する

ものと日本語教育の実施機関等に対するものが含まれると考えられる。

（２）都道府県の担うべき役割

都道府県においては，域内の市町村の状況を踏まえつつ，必要に応じ，国との

連絡調整を行う立場から，以下のような役割を担う必要がある。

なお，政令指定都市については （３）で述べる「市町村の担うべき役割」に，

加え，都道府県に準じて，これらの役割を果たすことが期待される。

○ それぞれの実情に応じた域内の日本語教育の体制整備を行うこと。

○ 指針として国が示す「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準

的な内容・方法を参考に，それぞれの実情に応じた日本語教育の内容・方法

を検討・調整すること。

○ 域内の市町村において，日本語教育を事業化し推進できる人材を，市町村

と連携して養成すること。

また，各都道府県は，域内の状況によって，近接する都道府県と協力して施策

を展開するなど，相互の連携協力を図ることについても検討する必要がある。

以上のほか，地域における日本語教育の体制整備に当たって都道府県が担うべ

き具体的役割としては，例えば以下のようなものが考えられる。

○ 学習者の背景・ニーズや教室数・講師数など，域内の日本語教育に関する

実態把握を行うこと。

○ 域内関係者の連絡会議を開催すること。

○ 他事業との連携協力や活動内容の広報を行うこと。
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（３）市町村の担うべき役割

市町村においては，日本語教育の現場を抱える立場から，以下のような役割を

担う必要がある。

○ 都道府県が検討・調整した日本語教育の内容・方法を，現場の実情に沿っ

て具体的に編成・実施すること。

○ 国が養成する「指導者の指導者」を活用するなどして，地域における日本

語教育の指導者を養成すること。

以上のほか，地域における日本語教育の体制整備に当たって市町村が担うべき

具体的役割としては，例えば以下のようなものが考えられる。

○ 日本語教室の設置運営を行うこと （教室設置のための学習者のニーズの。

把握や施設（場所）の確保，教室における活動内容の広報，設置した教室に

おける活動の成果の分析・評価などを含む ）。

○ 学習者及び指導者からの相談に応ずること。

○ 域内外の人材・情報リソース（資源）を活用すること。

２ 各機関の連携協力の在り方

国，都道府県及び市町村が１で示した役割を果たすに当たっては，それぞれが独

自に動くのではなく，相互に連携することによって，各機関の日本語教育に関する

機能・体制が強化されるものである。このため，国と都道府県，国と市町村，都道

府県と市町村間の連携はもちろんのこと，関係省庁間，都道府県間，市町村間の連

携が重要になる。

具体的な連携協力の在り方として，まず，国，都道府県及び市町村においては，

それぞれのレベルで地域における日本語教育を推進するため，国際交流協会等が行

う日本語教育のほかに，大学，日本語学校等の日本語教育機関，ＮＰＯ，ボランテ

ィア団体，企業，在住する外国人による団体及びその他関係団体とのネットワーク

を形成し，学習者のニーズに応じて多様な教育が提供できるような体制の整備を図

る必要がある。

また，地域における日本語教育は，多文化共生社会の実現に向けての取組でもあ

り，日本語教育を推進するためには，ボランティアや専門家のほかに，一般市民の

参加が必要不可欠である。

学校における外国人児童生徒に対する日本語指導については，学校だけでなく地
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域全体で取組を進めることが重要であり，専門家やボランティアによる支援が得ら

れるよう，地域の日本語教育機関・団体と連携協力することが求められる。

国，都道府県及び市町村は，以上の団体及び個人とネットワークを形成し，協力

関係を構築することができるよう，そのための調整機能を担う人材を養成する必要

がある。

３ 地域における日本語教育で必要とされる機関及び人材とその役割

言語・文化的背景や日本語学習環境・動機の多様な住民が社会の様々な分野に広

， 。 ，がり 地域における日本語教育のニーズは非常に多様化している このような中で

国が指針として示す日本語教育の標準的内容・方法と日本語教育の体制整備の在り

方は，飽くまでも指針であって，地域の特性や現場の状況に応じて適宜必要な修正

を加えるべきものである。

このように，都道府県及び市町村は，地域の特性に応じた日本語教育の企画・運

営を行うため，大学や研究機関の研究者，企業人，国際交流協会関係者，ＮＰＯ関

係者，ボランティア，在住外国人等の協力を得て，国の指針を現場に適用可能な具

体的なものにする必要があり，そのためのコーディネート機能を果たす機関及び人

材が必要となる。日本語教育のコーディネート機能を果たす機関及び人材が担う役

割は，ボランティアに大きく依存した日本語教育の現状を改善し，日本語教育の質

的向上を支援することにある。

また，都道府県及び市町村においては，日本語教育のコーディネート機能を自治

体等の本来の業務として位置付け，それを担う人材をできる限り常勤職員として配

置することが重要である。例えば，都道府県及び市町村が設置した国際交流協会に

は，過去の経緯も含め地域の実情に詳しい人材が登用されているところもある。知

事部局や市町村長部局等に日本語教育を担当する組織を設け専任の職員を配置する

ことや，行政施策としての地域における日本語教育の活動拠点として，国際交流協

会等が継続的に日本語教育のコーディネート機能を果たすことが期待される。


